
連 結 貸 借 対 照 表
（平成17年３月31日現在）

（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 及 び 資 本 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

有 価 証 券

た な 卸 資 産

繰 延 税 金 資 産

債権信託受益権

その他の流動資産

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建物及び構築物

機械装置及び運搬具

工 具 器 具 備 品

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

営 業 権

その他の無形固定資産

投資その他の資産

長 期 性 預 金

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

28,400,001

11,995,747

8,124,782

899,896

4,504,655

619,830

2,078,771

200,829

△24,511

11,274,864

8,649,405

2,766,359

974,148

743,298

4,145,612

19,986

288,428

205,499

82,929

2,337,030

500,000

925,535

360,404

238,581

377,417

△64,910

（負 債 の 部）

流 動 負 債 5,086,481

支払手形及び買掛金 2,183,146

未 払 法 人 税 等 1,182,752

賞 与 引 当 金 505,805

その他の流動負債 1,214,777

固 定 負 債 1,338,163

繰 延 税 金 負 債 48,032

退職給付引当金 1,042,133

役員退職慰労引当金 93,965

その他の固定負債 154,031

負 　 債 　 合 　 計 6,424,645

少 数 株 主 持 分 169,243

（資 本 の 部）

資 本 金 1,850,324

資 本 剰 余 金 1,925,531

利 益 剰 余 金 29,387,786

株式等評価差額金 314,769

為替換算調整勘定 △184,644

自 己 株 式 △212,790

資 　 本 　 合 　 計 33,080,976

資 産 合 計 39,674,866
負債、少数株主持分及び
資 本 合 計

39,674,866
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連 結 損 益 計 算 書

（平成16年４月１日から
平成17年３月31日まで） （単位：千円）

科 目 金 額

経 常 損 益 の 部
営 業 損 益 の 部
営 業 収 益

売 上 高 25,886,477
営 業 費 用

売 上 原 価 12,921,082
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 8,233,948 21,155,031

営 業 利 益 4,731,445
営 業 外 損 益 の 部
営 業 外 収 益

受 取 利 息 32,831
受 取 配 当 金 2,685
仕 入 割 引 13,933
そ の 他 の 営 業 外 収 益 87,132 136,582

営 業 外 費 用
支 払 利 息 16,585
売 上 割 引 120,796
為 替 差 損 34,810
た な 卸 処 分 損 96,054
そ の 他 の 営 業 外 費 用 21,865 290,112

経 常 利 益 4,577,916
特 別 損 益 の 部

特 別 利 益
貸 倒 引 当 金 戻 入 益 1,200
固 定 資 産 売 却 益 1,947
投 資 有 価 証 券 売 却 益 3
償 却 債 権 取 立 益 26,669 29,820

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 6,261
固 定 資 産 売 却 損 65,609
そ の 他 投 資 評 価 損 1,000
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 15,950
営 業 権 償 却 111,257 200,078

税金等調整前当期純利益 4,407,658
法人税、住民税及び事業税 1,822,627
法 人 税 等 調 整 額 67,267
少 数 株 主 持 分 利 益 8,527 1,898,422
当 期 純 利 益 2,509,236
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注記事項

（連結の範囲等に関する事項）

１．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子法人等の状況

①　連結子法人等の数　　　　　　17社

②　主要な連結子法人等の名称　 ㈱メドテック、メドー産業㈱、日東工器サー

ビスセンター㈱、栃木日東工器㈱、白河日東

工器㈱、日東工器物流㈱

NITTO KOHKI U.S.A.,INC.、NITTO KOUKI

EUROPE CO., LTD.、MEDO U.S.A., INC.、

NITTO KOHKI DEUTSCHLAND GMBH、 

NITTO KOHKI (THAILAND) CO., LTD、

NITTO KOHKI AUSTRALIA PTY.,LTD、

NITTO KOHKI AUSTRALIA MFG.PTY.,LTD、

BRECO COUPLINGS, INC.、日東工器－美進㈱、

UNIVERSAL DRILLING & CUTTING 

EQUIPMENT LTD.、NITTO KOHKI COUPLING 

(THAILAND) CO., LTD..

(2) 非連結子法人等の状況

　　該当ありません。

(3) 議決権の過半数を所有しているにもかかわらず子法人等としなかった会社等の状況

　　該当ありません。

２．持分法の適用に関する事項

　　該当ありません。

３．連結子法人等の事業年度等に関する事項

　連結子法人等の決算日は、NITTO KOHK U.S.A., INC.、NITTO KOHKI EUROPE CO., 

LTD、  MEDO  U.S.A.,  INC.、NITTO  KOHKI  DEUTSCHILAND  GMBH、NITTO  KOHKI  

(THAILAND)  CO.,  LTD.、NITTO  KOHKI  AUSTRALIA  PTY.,  LTD.、NITTO  KOHKI  

AUSTRALIA MFG. PTY., LTD.、BRECO COUPLINGS, INC.、日東工器－美進㈱、UNIVERSAL 

DRILLING & CUTTING EQUIPMENT LTD.、NITTO KOHKI COUPLING (THAILAND) CO., LTD.

を除き連結決算日と一致しております。当該連結子法人等の決算日と連結決算日との

差は３ヶ月以内であるため、当該連結子法人等の事業年度に係る計算書類を基礎とし

て連結を行っております。なお、連結決算日との間に生じた重要な取引については、

連結上必要な調整を行っております。 
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（会計方針等）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 満期保有目的債券　　　　　　　償却原価法（定額法）

(2) その他有価証券

①　時価のあるもの　　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定）

②　時価のないもの　　　　　　　移動平均法による原価法

２．デリバティブの評価基準及び評価方法　　　　時価法　　　　　　　　　

３．たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品、製品、材料・仕掛品　　　　当社及び国内連結子法人等は主として総平均法

による原価法により評価しております。なお、

在外連結子法人等は主として移動平均法による

低価法により評価しております。

４．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産　　　　　　　　　当社及び国内連結子法人等は定率法を、在外連

結子法人等は所在地国の会計基準の規定に基づ

く定額法によっております。

ただし、当社及び連結子法人等は平成10年４月

１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）

は定額法によっております。なお、主な耐用年

数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　15年～50年

機械装置及び運搬具　４年～10年

(2) 無形固定資産　　　　　　　　　当社及び国内連結子法人等は主として定額法、

在外連結子法人等は主として所在地国の会計基

準の規定に基づく定額法によっています。
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５．重要な引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金　　　　　　　　　　債権の貸倒れに備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、また、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を勘案し

回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金　　　　　　　　　　当社及び国内連結子法人等は従業員に対して支

給する賞与に充てるため、将来の支給見込額の

うち当連結会計年度の負担額を計上しておりま

す。

(3) 退職給付引当金　　　　　　　　当社及び一部の連結子法人等は従業員の退職給

付に備えるため、当連結会計年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当

連結会計年度末において発生していると認めら

れる額を計上しております。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（５年）による定額法により按分した額を、そ

れぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理する

こととしております。

また、過去勤務債務は、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間内の一定の年数（５年）によ

る均等額を費用処理しております。

(4) 役員退職慰労引当金　　　　　　当社及び一部の国内連結子法人等は役員の退職

慰労金の支払に備えるため、内規に基づく期末

要支給額を計上しております。

６．在外子法人等の計算書類項目の本邦通貨への換算基準

　　在外連結子法人等の資産及び負債ならびに収益及び費用は連結決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、為替差額は資本の部における為替換算調整勘定に含めてお

ります。

７．重要なリース取引の処理方法　　

　　当社及び国内連結子法人等はリース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引については通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっております。
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８．連結子法人等の資産及び負債の評価に関する事項

　連結子法人等の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しておりま

す。

９．連結調整勘定の償却に関する事項

　連結調整勘定の償却については、５年間の均等償却を行っております。

10．消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

（連結貸借対照表の注記）

１．有形固定資産の減価償却累計額                     8,784,790千円

２．受取手形裏書譲渡高                            　     8,518千円

（連結損益計算書の注記）

１株当たり当期純利益                                     110円29銭
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